第１４号様式 

専任特例２号の場合の監理技術者の配置を予定している場合の確認事項

会社名：	

	□
	専任特例２号の場合の監理技術者の配置を予定している。

	□
	専任特例２号の場合の監理技術者の職務を補佐する者（監理技術者補佐）を専任で配置すること。 

	□
	監理技術者補佐は、一級施工管理技士補又は一級施工管理技士等の国家資格者、学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者であること。なお、監理技術者補佐の建設業法第27条の規定に基づく技術検定種目は、専任特例２号の場合の監理技術者に求める技術検定種目と同じである
こと。

	□
	監理技術者補佐は、入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係にあること。なお、恒常的な雇用関係とは配置時点の日以前に３か月以上の雇用関係があることをいう。 

	□
	同一の専任特例２号の場合の監理技術者が配置できる工事の数は、本工事を含め同時に２件までとする。なお、専任特例１号の場合の監理技術者又は主任技術者を活用した工事と兼務することはできない。

	□
	専任特例２号の場合の監理技術者が兼務できる工事は、施工場所のある市区町村に隣接する市区町村の工事でなければならない。 

	□
	上記項目を全て満たしている。 


（注 １）上記 すべてを確認 し、□を■に置 き換えること。
（注 ２）競争 参加資格の確認時においては 、本様式による 各事項の確認のみとする。
（注 ３）用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番縦とする 。


提出書類の例（下線部が提出書類） 

専任特例２号の場合の監理技術者の配置を認める場合の提出書類は、 以下の例による。
(1) 専任特例２号の場合の監理技術者の職務を補佐する者（監理技術者補佐）を専任で配置すること。
・監理技術者補佐の資格を有する書類（一級施工管理技士等の国家資格者などの合格証等）
(2) 監理技術者補佐は、一級施工管理技士補又は一級施工管理技士等 の国家資格者、学歴や実務経験により監理技術者の資格を有する者 であること。なお、監理技術者補佐の建設業法第27条の規定に基づく技術検定種目は、専任特例２号の場合の監理技術者に求める技術検定種目と同じであること。 
· (1)の提出書類と同じ
(3) 監理技術者補佐は、入札参加者と直接的かつ恒常的な雇用関係に あること。なお、恒常的な雇用関係とは配置時点の日以前に３か月以上の雇用関係があることをいう。 
・監理技術者補佐と入札参加者の３か月以上の雇用関係を証明する書類 
(4) 同一の専任特例２号の場合の監理技術者が配置できる工事の数は、本工事を含め同時に２件までとする。なお、専任特例１号の場合の監理技術者又は主任技術者を活用した工事と兼務することはで きない。
・専任特例２号の場合の監理技術者が兼務する工事のＣＯＲＩＮＳの写し等
(5) 専任特例２号の場合の監理技術者が兼務できる工事は、施工場所のある市区町村に隣接する市区町村の工事でなければならない。
· (4)の提出書類と同じ
(6) 専任特例２号の場合の監理技術者は、施工における主要な会議への参加、現場の巡回及び主要な工程の立会等の職務を適正に遂行すること。
(7) 専任特例２号の場合の監理技術者と監理技術者補佐との間で常に連絡が取れる体制であること。
(8) 監理技術者補佐が担う業務について、明らかにすること。 

· (6)から(8)までの業務分担、連絡体制等を記載した書類
